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令和６年度に収集した技術的課題（現場ニーズ）の概要 

 

農林水産省は、地方農政局等と連携し、管内の都道府県及び関係団体等から、地域にお

ける「みどりの食料システム戦略」の実現に資する研究開発を中心としたニーズを取りま

とめ、研究課題等の具体化の参考としています。令和６年度に開催された地域研究・普及

連絡会議を通じて、農研機構及び都道府県の行政、研究、普及の関係者から 458 件の現場

ニーズを収集しました。以下に現場ニーズの例を示します。 

※（ ）内は当課題及び類似課題を提出した機関や都道府県名 

 

１．「みどりの食料システム戦略」への貢献分野別の現場ニーズの例 

「みどりの食料システム戦略」に関する現場ニーズは、265 件でした。化学農薬、化学肥

料及び温室効果ガス分野が多い結果となりました。（表１） 

 

表１ 「みどりの食料システム戦略」への貢献分野別 現場ニーズの件数 

※各貢献分野については（別紙）参照。ただし、別紙表中の KPI⑨（食品製造業の自動化等を進め、労働生産 

性を向上）及び⑩（飲食料品卸売業の売上高に占める経費の縮減）は「食品産業」に統合。 

※１つのニーズが複数の貢献分野に分類されている場合があり、各貢献分野の総計は課題件数と一致しません。 

 

1.1 化学農薬（化学農薬使用量の低減） 

【防除】 

・総合防除技術の開発（岩手県、栃木県、千葉県、新潟県、三重県、農研機構） 

・環境負荷の少ないカメムシ防除技術の開発（千葉県、富山県、石川県、岐阜県、三重県、

兵庫県、山口県、農研機構） 

・土着天敵を利用した防除技術の開発（岩手県、秋田県、東京都、岐阜県、熊本県、農研機

構） 

【栽培】 

・気候変動に対応した減農薬栽培技術の開発（北海道、愛知県、三重県、農研機構） 

・効率的な薬剤散布手法の開発（福島県、熊本県） 

【スマート農業】 

・ドローン等を活用した防除技術の効率化（富山県、三重県、山口県、熊本県、農研機構） 

貢献分野 化学農薬 化学肥料 温室効果ガス 有機農業 園芸施設 

ニーズ数 138 63 36 27 21 

貢献分野 食品産業 農林業機械・漁
船の電化・水素化 

再生可能 
エネルギー 食品ロス 持続可能な 

輸入原材料調達 

ニーズ数 21 13 11 10 0 
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・AI や圃場センシングを活用した土壌病害診断・対策システムの構築（千葉県、農研機構） 

・機械除草技術の開発（岩手県、石川県） 

 

1.2 化学肥料（化学肥料使用量の低減） 

【栽培】 

・汚泥肥料活用による化学肥料低減指針の確立（栃木県、埼玉県、神奈川県、山梨県、愛

知県、長崎県） 

・土壌可給態窒素診断に応じた施肥管理技術の確立（栃木県、千葉県、神奈川県、石川県、

長野県、岐阜県） 

・有機質肥料の有効活用技術の開発（北海道、新潟県、三重県、沖縄県、農研機構） 

【スマート農業】 

・リモートセンシングを用いた施肥量の最適化（北海道、岩手県、新潟県、富山県、岐阜県、

農研機構） 

・作物生産過程のモデル化（北海道、三重県） 

【環境対策】 

・プラスチック素材を使用しない被覆肥料及び施用技術の開発（三重県、佐賀県、長崎県、

熊本県、大分県、鹿児島県、沖縄県、農研機構） 

・効率的な潅水システムの開発（三重県、農研機構） 

 

1.3 温室効果ガス（農林水産業の CO2 ゼロエミッション化） 

【栽培】 

・施設園芸における加温技術の効率化（宮城県、山形県、新潟県、長野県、静岡県、高知

県、佐賀県、熊本県、農研機構） 

・施設園芸における高温対策技術の開発（秋田県、山形県、神奈川県、新潟県、福井県、長

野県、静岡県、三重県、佐賀県、農研機構） 

・効率的な除草技術の開発（岩手県、宮城県、新潟県） 

【環境対策】 

・省エネルギー栽培技術の開発（宮城県、神奈川県、新潟県、長野県、静岡県、高知県、佐

賀県、農研機構） 

・高温・低温耐性など環境負荷低減に資する品種の育成（秋田県、静岡県、沖縄県、農研

機構） 

【スマート農業】 

・除草ロボットの開発（岩手県、宮城県、埼玉県、神奈川県、新潟県、石川県） 

・生育診断・予測技術の開発（新潟県、農研機構） 

 

２．作目分類別の現場ニーズの例 
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作目分類ごとの現場ニーズについては、野菜、果樹及び畜産が多い結果となりました。

（表２） 

 

表２ 作目分類別 現場ニーズの件数 

※１つのニーズが複数の作目に分類されている場合があり、各作目分類の総計は課題件数と一致しません。 

 

2.1 野菜 

【栽培】 

・収量や品質の向上に資する施肥技術体系の構築（北海道、宮城県、秋田県、茨城県、栃

木県、埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、山梨県、岐阜県、静岡県、愛知県、

熊本県、宮崎県、沖縄県、東京都農林総合研究センター、農研機構） 

・土壌診断及び管理技術の高度化（宮城県、秋田県、茨城県、神奈川県、新潟県、山梨県、

長野県、岐阜県、農研機構） 

・生産性を向上させる播種技術の開発（宮城県、富山県、石川県、長野県） 

【防除】 

・総合防除技術体系の構築（茨城県、栃木県、群馬県、千葉県、石川県、長野県、三重県、

京都府、広島県、農研機構） 

・機械除草技術の確立（北海道、青森県、岩手県、福島県、群馬県、埼玉県、神奈川県、農

研機構） 

・土着天敵を活用した防除技術の開発（岩手県、東京都、石川県、長野県、岐阜県、京都

府、広島県、熊本県、農研機構） 

【スマート農業】 

・自動収穫機の開発（北海道、群馬県、新潟県、石川県、長野県、岐阜県、静岡県、農研機

構） 

・リモートセンシングを活用した土壌及び生育診断（宮城県、新潟県、石川県、長野県、

和歌山県、農研機構） 

・機械除草技術の確立（青森県、岩手県、群馬県、埼玉県、神奈川県、新潟県、農研機構） 

 

2.2 果樹 

【栽培】 

・高温障害を軽減する栽培技術の開発（北海道、山形県、富山県、福井県、石川県、長野

県、静岡県、三重県、佐賀県、熊本県、宮崎県、長崎県） 

・凍霜害を軽減する栽培技術の開発（岩手県、栃木県、長野県） 

作目分類 野菜 果樹 畜産 米 花き 豆 麦 その他 茶 

ニーズ数 163 91 73 54 40 37 19 17 13 
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・化学農薬・肥料の使用量を削減する栽培技術の開発（茨城県、山梨県、静岡県、佐賀県、

長崎県） 

【環境対策】 

・気候変動に対応した安定生産技術の開発（北海道、岩手県、山形県、栃木県、富山県、石

川県、福井県、長野県、静岡県、三重県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、宮崎県、

農研機構） 

・環境負荷が低い生産技術の開発（岩手県、新潟県、長野県、佐賀県、農研機構） 

【スマート農業】 

・ドローン等を活用した防除技術の開発（富山県、石川県、長野県、静岡県、） 

・生育診断及び収穫適期予測モデルの開発（岩手県、石川県、山梨県、熊本県、宮崎県） 

・障害発生予測技術の開発（長野県、三重県） 

 

2.3 畜産 

【飼養管理】 

・温室効果ガス排出削減に向けた飼養管理技術の開発（神奈川県、愛知県、農研機構） 

・アニマルウェルフェアに対応した飼養管理法の確立（長野県、静岡県、農研機構） 

・暑熱対策技術の開発（北海道、岩手県、新潟県、石川県、農研機構） 

【環境対策】 

・温暖化等気候変動に対応した生産体系の構築（北海道、岩手県、宮城県、栃木県、新潟

県、石川県、山梨県、農研機構） 

・GHG 排出抑制技術の開発（神奈川県、愛知県、農研機構） 

・臭気対策技術の開発（神奈川県、農研機構） 

【スマート農業】 

・飼料作物の生産効率向上技術の開発（北海道、栃木県、グリーンテクノバンク、農研機

構） 

・ウシのモニタリング技術の開発（北海道、長野県、農研機構） 

・搾乳ロボット飼養管理技術の高度化（農研機構） 
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高
に
占
め
る
経
費
の
割
合
：

1
0
％

飲
食
料
品
卸
売
業
の
売
上
高
に
占
め
る
経
費
の
縮
減

⑩

4
1
.6
%

3
8
.6
％

3
6
.5
％

1
0
0
％

食
品
企
業
に
お
け
る
持
続
可
能
性
に
配
慮
し
た
輸
入
原
材
料

調
達
の
実
現

⑪

2
0
2
5
年
３
月
に

把
握
予
定

7
.8
％

6
.2
％

9
0
％

エ
リ
ー
ト
ツ
リ
ー
等
の
活
用
割
合
：

3
0
％

林
業
用
苗
木
の
う
ち
エ
リ
ー
ト
ツ
リ
ー
等
が
占
め
る
割
合
を
拡
大

高
層
木
造
の
技
術
の
確
立
・
木
材
に
よ
る
炭
素
貯
蔵
の
最
大
化

⑫
林 野

2
0
2
5
年
３
月
に

把
握
予
定

2
9
2
万
ト
ン

3
1
5
万
ト
ン

4
4
4
万
ト
ン

漁
獲
量
を

2
0
1
0
年
と
同
程
度
（

4
4
4
万
ト
ン
）
ま
で
回
復

⑬

水 産
2
0
2
5
年

3
月
に

把
握
予
定

4
.4
％

2
.9
%

1
0
0
％

1
3
%

ニ
ホ
ン
ウ
ナ
ギ
、
ク
ロ
マ
グ
ロ
等
の
養
殖
に
お
け
る
人
工
種
苗
比
率

養
魚
飼
料
の
全
量
を
配
合
飼
料
給
餌
に
転
換

⑭

4
9
％

4
7
%

4
5
%

1
0
0
％

6
4
％

（
別
紙
）

 


